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はじめに

洪水に対する安全な地域づくりは、河川の適正な整備・管理、なるべく水
害を被らない土地利用等への誘導、洪水発生時の的確な避難や日頃からの備
えのための確実な防災情報流通といった３つの要素が、バランスよく組み合
わされ効率・効果的に実施されて達成される。

中でも防災情報については、少子高齢社会や２４時間社会の到来、経済成
長の鈍化、地域コミュニティの変化、 の飛躍的進展などの社会経済の変ＩＴ
化を踏まえ、公助だけでなく自助や共助による防災体制が強化される必要が
あり、その活動を支えるものとして情報の流通がさらに重要になってきてい
る。

また、近年多発する集中豪雨への対応や、地下街の浸水への対応等、治水
対策上の新たな課題も出てきている。さらに、河川整備により着実に中小洪
水に対する安全性は向上してきているが、昭和２２年のカスリーン台風水害
のような大洪水に対する安全性確保のためには、未だ相当程度の整備が必要
な段階にある。このような状況において、住民や防災関係者にとって水害経
験の機会は減少し、大洪水時にどのように行動すべきかがわからず被害が拡
大することも懸念されている。こうした面からも、洪水発生時、平常時を通
し、住民等の具体の行動に繋がるわかりやすい情報の提供が重要となってい
る。

、 。 、災害に係る情報は多岐にわたり 種々の関係機関から提供される その内
河川管理者である国土交通省や都道府県には、河川法や水防法に基づき、洪
水時、平常時を通し、洪水現象（河川の増水や洪水氾濫）と管理施設の状況
についての情報を社会に提供していく責務がある。本提言は、このような河
川管理者等が提供する情報について、住民や市町村等の判断や行動に繋がる
わかりやすいものとして、どのような情報の形で提供すべきかについてまと
めたものである。

一方、渇水時についても、地域全体が効果的な対応をしていくために、河
川やダムの状況がどのように渇水被害に結びつき、どのような対応をすべき
かが判断できる、情報の受け手にとってわかりやすい情報提供が極めて重要
である。本提言は、その際、河川管理者は、関係機関とも協力して、どのよ
うな情報をどのような形で提供すべきかについてもまとめたものである。

今後、本提言を基に、住民・市町村・関係団体等の誰に、いつ、どの情報
をどのような手段で提供するのが的確であるかを整理し、可能なものから着
実に具体化されることを期待する。
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的確な理解に繋がる洪水・渇水の情報提供の必要性１．

現在、洪水や渇水に関わり、河川管理者等から住民等へは、以下のような
情報が提供されている。

・緊急時には、気象情報や河川基準地点の水位・流量、ダムの貯水率等
・平常時には、施設の整備状況や洪水氾濫区域の図、全国的な施設整備状
況としての堤防の整備率等

これらは、施設管理者としての施設に係る情報が主であり、住民の居住地
や行動・判断に関する直接的な情報ではない。また、施設管理に立脚してい
るが故に、専門用語も多い。さらに、何故そのようになっているかが示され
ず、結果のみの情報になっている場合も見受けられる。

こうした情報のため、住民等が災害事象や備えについて実感できず、洪水
時等の緊急時における的確な減災や避難などの行動、平常時における緊急時
への備えや適正な土地利用などが、なされにくくなっている。また、個々の
河川整備が、それぞれの住民の生活にどのように関連するか、あるいは効果
があるかも実感できにくいため、必要な整備についての理解が進まない。

洪水や渇水による被害を極力減らすためには、行政による公助に加えて、
地域の住民等の自助、共助により地域の防災力を高め、災害に強い地域づく

。 、 、りを進めることが重要である 自助 共助がより効果的に行われるためには
、 、住民等の理解や協力が不可欠であり 住民等の的確な判断・行動に結びつく

住民等にとってわかりやすい真に活用できる情報が提供される必要がある。

このような問題認識のもと、最近では洪水ハザードマップの整備も始まっ
ているが、より的確な施設管理情報の把握・提供とともに、緊急時・平常時
を通し、ほぼすべての場面で住民サイドにたった情報の体系的な提供が必要
となっている。

また、より住民に近い地元自治体やマスメディアに対しても、このような
住民が実感できるわかりやすい情報の提供がなされることが、洪水や渇水の
対策を効果的に進める上で重要である。
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２．情報提供の基本的方向

効果的な洪水や渇水の対策を進めるため、住民等にとってわかりやすい情
。 、報提供が行われる必要がある わかりにくい専門用語の改善も重要であるが

個々の住民にとってどう判断・行動すべきかがわかる情報であることが、わ
かりやすい情報として最も大切な要件である。

住民等が理解し活用しやすい情報とするため、河川等の施設管理情報の提
供に加え、今後は以下のように情報提供を行っていくべきである。

① 住民の情報ニーズに応え、的確な判断・行動の助けとなるよう、河川
等の状況の情報だけでなく、可能な範囲で、個々の住民の居住地におい
ての浸水や渇水がどのようになるかの情報を提供。

② 河川等の状況の情報は、個々の居住地の状況が生じる原因の情報で、
状況全体を理解する上でも重要であり、基準点だけでなく居住地付近の

結果の情報だけではなく、その結果を生み出す水位等の情報を提供。
原因の情報を併せて提供するほうが状況を的確に理解してもらいやすい
ため、居住地の浸水や断水等の情報だけではなく、これまでも提供され
てきた河川やダム等の状況についての情報を、住民等がより実感できる
工夫をして提供。

③ 居住地での浸水や渇水の状況とそれに伴う被害や影響の関係の情報、
及びそれらを防止し軽減するために取るべき行動の助けとなる情報を提
供。その際、洪水や氾濫の特性についても、必要に応じ情報提供。

④ 住民等の行動の助けになるように、可能な範囲で、氾濫情報も含めた
予測情報を提供。その際、住民の誤解が生じないよう精度に合った表現
とするとともに、よりニーズの高い情報提供が可能となるよう、その前
提となる科学的整理・研究を推進。

⑤ 迅速に伝達・理解されるための簡潔な情報と、必要に応じアクセスで
、きる詳細な情報とを併せて提供するなど、情報提供のタイミングや目的

情報を伝えようとする対象に応じて､情報に濃淡をつけるなどして、よ
り効果的に情報が伝わるようにする。
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⑥ 個別河川事業の整備状況においても、全国的な整備指標においても、
国民一般が実感できるものとするため、居住地に即した情報と連動した
一貫した指標等で情報提供。

⑦ 簡潔に情報を理解してもらうために、住民が受ける被害の程度やそれ
に対する行動に即し、被害程度をランク分けした情報を提供。

⑧ 情報提供において使用する専門用語について総点検し、そのことばと
しての機能を損なわない範囲内で住民等が理解しやすいものに見直すと

、 、ともに やむを得ず一般理解がしにくい用語を使用する場合においても
用語の意味を併せて提供。

⑨ 的確に情報が理解され、効果的に情報が伝達・活用されるよう、河川
管理者、地元自治体、マスメディア、住民等の間で、日頃からのリスク
コミュニケーションを実施。
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３．洪水に関わる情報提供

（１）緊急時の情報

① 現在の情報提供
大河川では、基準地点での現況水位に加え、３時間先の水位の予測情

破堤のおそれについては、堤防の報が提供されている。また、大河川の
異変が発見された場合に、その状況が提供されている。

大雨洪水注意報・警報等の中で 「河一方、大部分の中小河川では、 、
川では増水の可能性 、あるいは 低地では浸水のおそれ」というよう」 「
な注意喚起の情報が提供されている。

② 提供すべき情報とその表現等新たに

ａ．河川や堤防等の状況の情報

ア） 提供すべき情報新たに
・居住地近くの河川の現況水位、予測水位
・居住地近くの堤防等の弱部の状況
・破堤に繋がるおそれのある現象

イ）情報のあり方
・基準地点であっても他の地点であっても身近に分かる地物での表現を
付加。

・水位は、住民にイメージしやすい橋 での桁下等との比較からの高さ
表現。

・基準地点だけではなく一連区間の平均的な水位の状況や、堤防の弱部
など氾濫に繋がるおそれのある箇所の水位の情報も併せて提供。

・堤防が周辺より低くなっていたり、流下を阻害するような橋梁等の重
要な水防箇所について、その箇所での水位と、そこで発生するおそれ
のある氾濫などの現象とをあわせて提供。

堤防の漏水・どこで、いつ起こるか予測が困難である破堤については、
破堤に繋がるおそれのある現象が確認された時点で、や亀裂といった

速やかに可能性があるという情報を提供。
・観測体制が十分ではなく、河川への流出が早い中小河川では可能な限
り水位等の危険性を段階的に分けた情報として提供。今後は、レーダ

、 。雨量計を利用して迅速に水位を予測し 情報を提供できるように検討
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ｂ．居住地等の浸水情報

ア） 提供すべき情報新たに
・浸水被害の発生状況
・浸水時刻、浸水範囲、浸水深

イ）情報のあり方
・減災や避難などの行動を余裕をもって行えるように、浸水が予想され
た段階で、その見通しについて可能な範囲でなるべく早く提供。

・浸水予測は、予め流量や破堤地点を変化させて計算した結果のうち、
当該洪水と比較して最も適当なものを用いて提供。なお、シミュレー
ションとしての限界があることも併せて提供。

・大河川とそれに合流する支川に囲まれた地域においては、大河川、支
川の各々の情報を合わせて提供。

・被害の形態の違いにより住民の行動が切り替わることを念頭に、与え
られた情報が住民のアラームに繋がるように、路面浸水、床下浸水、
床上浸水等の浸水深でランク分けを行い提供。

・水位が徐々に上昇して、堤防の低い箇所から溢れる場合は、時間的に
もゆっくりと進行するが、破堤氾濫のように突然発生し、被害も大き
くなる場合には、住民の行動の緊急性にも違いがあるがので、このよ
うな観点からも住民に理解してもらえるように提供。

ｃ．住民がとるべき行動の情報

市町村等と協力して以下について行うべきである。

ア） 提供すべき情報新たに
・水路に近づかない等、身のまわりのリスク回避のための情報
・自動車の移動、貴重品等を高い所に移動する等、財産を守り被害を小
さくするための情報

・避難場所、避難経路、避難所で必要な物、連絡先等、的確かつ確実に
避難するための情報

イ）情報のあり方
・住民がとるべき行動の情報は、他の機関から情報が出してあるから良
いというものではなく、住民からみて一連の情報となるように、連携
して情報を提供。

・復旧・復興に関する情報は多岐にわたるが、氾濫域の復旧に関連して
交通機関の復旧の情報と河川の情報とを重ね合わせて提供。
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（２）平常時の情報

① 現在の情報提供
現在、平常時からの備えのための情報として、大河川ではハザードマ

ップを提供しているが、それは最大の浸水範囲と浸水深を包絡したもの
であり、このマップをもって実際に起こる個別の浸水について、住民が
的確に判断することは困難である。
さらに、投資の適切さを判断するための整備指標としては、例えば３

０年に１回発生する洪水に対して、ダムの整備状況や、堤防の整備等の
進捗状況からなる複合的な整備状況の変化を示しているが、地域の住民
生活に対して、どれだけ具体の効果があるのか分からない。

② 提供すべき情報とその表現等新たに
住民等の生活にどれだけ効果があるか実感できるように、現在提供さ

れている情報に加えて、個々人の生活がどうなるかに立脚した情報に変
えて、市町村等と協力して以下のような情報を提供すべきである。

ａ．緊急時に的確な行動を行うための情報

ア） 提供すべき情報新たに
・居住地近くの堤防等の弱部の情報
・居住地においてどのような浸水が起こるおそれがあるのかの情報
・ 緊急時にやってはいけないこと、被害を小さく水路に近づかない等、
する方法等のリスク回避のための情報、特に地下空間等特異の被災形
態の場所については、その場所毎の情報

・避難場所、経路、持参する物、問い合わせ先等、緊急時の的確な避難
のための情報

・食糧や飲料水等の緊急時の生活に必要な物の情報

イ）情報のあり方
どんな現象が起こるか、被害がど・堤防弱部の情報と併せて浸水時には

を提供しておく。その際、住民の理解が進むのようになるのかの情報
よう地域で起こった実際の過去の浸水被害の情報も提供。

・どのような浸水が起こりそうかという情報では、急流である等の地域
の河川の特性を十分踏まえたものにしておかなければならない。

・水位が徐々に上昇して、堤防の低い箇所から溢れる場合は、時間的に
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もゆっくりと進行するが、破堤氾濫のように突然発生し、被害も大き
くなる場合には、住民の行動の緊急性にも違いがあるように、同じ河
川でもレベルが違うので、このような観点からも住民に理解してもら
えるように提供。

ｂ．住まい方、土地利用等に関わる平常時からの備えのための情報

ア） 提供すべき情報新たに
居住地近くの堤防等の弱部の情報・

・居住地においてどの程度の浸水が起こる可能性があるかの情報

イ）情報のあり方
・その土地の災害危険性が分かるように最大の可能性を表したポテンシ
ャルマップを提供。

・加えて、 堤防弱部の情特に橋梁等のネック箇所や堤防のない箇所等、
その周辺で気をつけないといけ報と併せて予想される浸水の形態と、

を提供。ないこと等の情報
・地盤の嵩上げ等の土地利用や家財の配置等の住まい方に繋がるよう
に、浸水被害等との因果関係がわかるように提供。

ランク分けの・緊急時と同じランク分けを用いて浸水深を提供。なお、
ベースとなるメッシュ分割は、自分の家がどうなるかができるだけ分
かるような大きさに分割したマップで提供。

ｃ．施設整備に関する情報

ア） 提供すべき情報新たに
・個別地域で、どの程度の浸水による被害が起こる可能性があるかの情
報

・施設整備前後における個別地域の浸水による被害の程度に関する情報
・これらを基に整理した全国、県別、水系別等での事業効果

居住地でどの程度の渇水が起こる可能性が・施設整備前と後において､
あるかの情報

イ）情報のあり方
・施設整備前と後において、各個別地域（メッシュ）毎の浸水深のラン
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ク分けを行い、個々人にとってどのような効果があるのかをマップ情
報で提供。
・事業全体、 で総合化した情報をマップや全国、県別、水系別等の単位
総合化した数値で提供。

・全国、県別等の単位での情報を提供。
・このような情報を提供するときには、浸水のランク毎の被害状況や復
旧に要する手間、緊急時の行動や備え方も併せて提供。



- 9 -

４．渇水に関する情報提供

（１）緊急時の情報

① 現在の情報提供
河川流現在、渇水時の情報提供は、河川管理者や水道管理者からは、

量やダム貯水量の低下状況、水系単位での取水制限の実施状況、断水に
関する情報提供（断水地域、断水時間、断水開始日・強化日等）や節水

。 、 、に関する呼びかけなどがなされている 一方 渇水の見通しについては
例えばダムの貯水量の予測として、現在の状態が続くといった仮定のも
とに一部の水系で提供されているが、それに伴う取水制限の見通しや、
ダムがどのように運用されているかは提供されていない。
このような情報は、住民にはどのように水道水が給水されているかの

メカニズムが理解されていないため、渇水が生じた場合でも、因果関係
や情報の相互の関連が理解されていない。
また、河川の水位や流量が低下したときの魚類等の生態系等の情報に

ついては、十分な提供がなされているとはいえない。

② 提供すべき情報とその表現等新たに
渇水に関わる河川やダム、取水、給水の状況などの一連の情報は、渇

水が起こる因果関係を住民が理解する上で必要であり利水者等と協力し
て提供すべきである。また、渇水の見通しについては、現在提供してい
る情報に加えて、気象やダムの運用に一定の仮定を設け、可能性がある
ということで提供していくべきである。

ａ．河川・ダムの情報

ア） 提供すべき情報新たに
水源となっている河川の流量やダム貯水量の現況と今後の見通し・

・ダム等からの補給に関する情報
取水制限の見通し・

・用水別の取水制限率や水の融通等の情報
・河川の環境がどのようになるかの見通し

イ）情報のあり方
やダム貯水量の低下の見通しを過去の渇水履歴と比較して・河川の流量
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見られるようにする。
・ダムからの放流量や基準点での確保流量など施設の運用状況や、地下
水等の取水状況も提供。

・取水制限の見通しについては、今の気象状況がこのまま続いて、通常
の渇水調整ルールを想定した場合で提供するが、臨機応変の対応が必
要があるので、可能性があるとして提供。

・河川の水位や流量の低下によって、生物の生息・生育の場や舟運等が
どのように変化しているか現状と見通しを提供。

ｂ．居住地等の渇水情報

ア） 提供すべき情報新たに
あるいはいつ頃解除されるのか・いつ頃、どの程度の断水となるのか、

の見通し等
・断水等の程度と被害の関係がわかる情報
・田の干上り状況や給水車の出動状況などの渇水被害の情報

イ）情報のあり方
・どの程度の断水等となるのか、 の見あるいはいつ頃解除されるのか等
通しについては、水道事業者に取水制限時の給水への影響等を聞き取
りするなどして、あらかじめ取水制限の率と地域毎の給水への影響を
整理し、水系の各市町村の断水等の見通しが分かるように、マップで
提供する。

・断水時間等の結果のみの情報ではなく、ダムがどのような補給をして
いるか、取水の状況、配水はどのように行われているか等の水系全体
の状況を取水レベルから給水レベルまで因果関係が分かるように一連
の情報として提供。

・断水等の程度に応じ、洗濯ができなくなる、風呂に入れなくなるなど
被害の程度が実感できるような情報も併せて提供。

・被災の情報と併せて地下水取水に伴う地盤沈下のおそれ等の情報も提
供。

ｃ．住民のとるべき行動に関する情報

ア） 提供すべき情報新たに
渇水の段階に応じ、基礎的な生活を維持できるための情報・
・渇水の段階に応じ、早めの準備を可能とするための情報

イ）情報のあり方
・減圧給水時には湯沸し器は使用できないというような各段階で想定さ
れる被害と、そのための備えや行動のための情報を提供。
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（２）平常時
① 現在の情報提供

現在、平常時における備えのための情報として、水系全体としての利
水安全度や、過去の渇水実績が住民に提供されている。
また、投資の適切さを判断してもらうための整備指標の情報として、

「１０年に１回程度発生する規模の渇水」でも安定的に取水できるよう
にダム等を整備しているということで情報が提供されている。
洪水と違って渇水は減圧給水等が行われる前にきちんと情報を提供す

ればよいという事情の違いがある。また、どのように住民に水道水が給
水されているかのメカニズムが住民に理解されておらず、渇水が生じた
場合でも、その因果関係が理解されていない。

② 提供すべき情報とその表現等新たに
住民等の生活にどれだけ効果があるか実感できるように、現在提供さ

れている情報に加えて、利水者と協力して個々人の生活がどうなるかに
立脚した情報に変えて、以下のような情報を提供すべきである。

ａ．渇水時に的確に行動したり、備えたりするための情報

ア） 提供すべき情報新たに
・水道の水源に関わる情報
・渇水の程度と取水制限等の関係
・取水制限の程度と給水への影響の関係についての情報
・断水時間と生活への影響の関係についての情報
・渇水時の備えのためにとるべき行動
居住地においてどの程度の渇水が起こる可能性があるかの情報・

イ）情報のあり方
・ダムの補給、取水、配水がどのように行われているか等の水系全体の
状況を取水レベルから給水レベルまでの関係が分かるように一連の情
報として提供。

・水道事業者に取水制限時の給水への影響等を聞き取りするなどして、
あらかじめ取水制限の率と地域毎の給水への影響をマップの形で整理
し提供。

・被害を想定してどの程度まで備えるかが判断できるように、断水時間
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と生活への影響の関係をとりまとめて提供。
・渇水時の備えのために、とるべき行動等を提供。
・断水時間が変わると被害の形態が変わり、住民の行動の切りかえに繋
がるので、 変わると減圧給水、一時的断水、長時間断水等断水時間が
ころでランク分けを行い、住民等がどうなるかイメージできるように
して提供。

ｂ．施設整備に関する情報

ア） 提供すべき情報新たに
・個別地域の水資源利用可能量と利用可能率
・個別地域で、どの程度の断水等による被害が起こる可能性があるかの
情報

・施設整備前後における個別地域の断水等による被害の程度に関する情
報

・これらを基に整理した全国、県別、水系別等での事業効果
居住地でどの程度の渇水が起こる可能性が・施設整備前と後において､

あるかの情報

イ）情報のあり方
・施設整備前と後において、各個別地域毎に断水時間等のランク分けを
行い、個々人にとってどのような効果があるのかどうかをマップ情報
で提供。

・事業全体、 で総合化した情報をマップや全国、県別、水系別等の単位
総合化した数値で提供。

・全国、県別等の単位での情報を提供。
・このような情報を出すときには、夜間断水、半日断水等の場合の被害
状況、渇水時の行動や備え方も併せて提供。
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５．用語の改善

洪水や渇水の情報提供においては、住民等の判断や行動に繋がる情報であ
る必要があり、用語についても、可能な限り、それを聞いた住民や防災担当
者等の行動や判断に繋がるものとなっている必要がある。しかしながら、河
川管理者が日頃使用している用語は、施設管理のための用語が使われている
場合が多く、受け手側の情報となっておらず、理解に繋がっていないものが
ある。

、 、 、そこで 洪水や渇水に関する用語についても吟味し 以下の点に留意して
、 。住民等が理解でき 行動や判断に利用できるものに改善していく必要がある

①用語の全般にわたり吟味して必要な改善を図るべきであるが、緊急に的確
な判断や行動を促すための警報的情報については、確実に理解していただ
く必要があるため、早急に徹底した改善を図る。

②その他のものについては、なるべくわかりやすいものに改善するが、極め
て専門的なもの等について無理に変更するのではなく、そのような場合に
は解説を別途用意し、知りたい人がアクセスできるようにしておく。

③緊急時の行動を促す情報については、改善に際し、一般社会で日頃使用さ
れていない用語を使う場合も、危険の程度やとるべき行動のイメージに合
わせた表現とする。

④河川管理者が使用している用語と、一般社会で使用されている用語が違っ
、 。（ 、 、ている場合は なるべく一般に使用されているものに合わせる AP YP

高水敷など）

⑤河川についての基礎的な用語であるが、一般社会でほとんど使われていな
いものについては、現在の用語の普及を図るか、もしくは、地名や方角な
どの言い方の工夫で対処する （左岸・右岸、外水･内水など）。

⑥施設設計上の用語であり、誤解を生む可能性があるものについては、本来
の用語の役割、機能を適正に表したものにする （余裕高など）。

⑦現在の社会では使用されなくなっている用語については、現在一般的に使
用されているものに改善する （溢水、堤外・堤内など）。

⑧関連する用語全体について、わかりやすさの程度に関わらず、用語集の作
成などにより用語とその意味についての周知を図る。
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６．情報の伝え方

４．までに検討してきた洪水や渇水に関わる情報が活用されるためには、
情報が的確に伝わることが重要であり、特に、以下のような点に留意すべ
きである。
なお、情報流通は、予防､応急､復旧､復興の防災対策全ての段階において

基礎となるものであり、今後、関係機関とも協力して点検を行い、他の防災
機関､水防団､住民､企業､市民団体､マスコミ等との総合的な情報流通体制の
確立を図るべきである。

緊急時においては、

①住民が情報を入手する情報機器は、テレビやラジオなどに限られているこ
とから、より確実に住民に情報を伝えるためには、自治体等と協力してイ
ンターネット、メール、同報無線、 やコミュニティ 等の考えCATV FM
られる 手段による情報提供が必要。ほぼ全ての

②特に情報弱者については、コミュニティによる支援も含め、確実に情報が
伝わるように個々の状況に即した提供を行うことが必要。

③情報提供のタイミングや目的、情報を伝えようとする対象に応じて､情報
の種類や量に濃淡をつけるなどして、より効果的に情報が伝わるようにす
ることが必要。

④防災機関間の情報伝達についての課題を解決するためには、確実に情報が
伝わったかどうかをアンサーバック等で確認する体制をつくることが必
要。

平常時においては、

①情報内容及び伝わるべき者に応じて、最適な情報伝達手段を選択すること
が必要。

②情報提供におけるマスメディアの果たす役割は大きいことから、緊急時に
学識者、防災機関の専門家等の緊急時に的確に情報流通ができるように、

日頃から、マスメディアとの情報交換等を行おける活用の仕方も含めて、



- 15 -

うことが必要。

③緊急時に的確な行動や対応ができるように、平常時から、河川管理者、地
方自治体、マスメディア、住民等による講習会や講演会の開催、訓練等の
リスクコミュニケーションを行うことが必要。

総合学習の場を利用④地域の住民に水害等をより理解してもらうためには、
過去の災害やその体験を地域の中で伝えていくことが必した防災教育や、

要。


